医療型障害児入所施設（旧肢体不自由児施設）の現状と役割
	
	
	平成26年2月25日

	1、設置経営主体
	

	　
	施設数
	未回答施設数

	公立公営
	22
	2

	公立民営
	12
	3

	民立民営
	25
	2

	合　　　計
	59
	7

	2、施設の指定状況
	
	
	
	

	医療型障害児入所施設単独　　　　　　　（旧肢体不自由児施設）
	23施設
	44.2%
	
	

	医療型障害児入所施設・療養介護併設　　（旧肢体、旧重心混在型）
	29施設
	55.8%
	
	


・総合療育機能
平成24年2月～3月の任意の1週間　回答58施設
18歳未満外来受診児15,158人、うち脳性運動障害29.8%、自閉症・ADHD24%。
・通過型療育機能
59施設、退所児数（h24.3.1～25.2.28）3,547人、うち親子入所の退所1,300人
・入所機能　　在宅支援
１）有期有目的入所（短期入所集中訓練、手術）
運動障害は重心相当（座位は可能であっても立位歩行ができない）であっても、重度の知的障害がない肢体不自由児は集中訓練の良い適応になる。
２）長期入所

2013年に3年以上入所。回答46施設、500人。
入所理由は訓練・治療が最も多く394人、親の問題（ネグレクト、うつ病などの精神疾患）193人、社会資源不足80人、家庭の経済的理由（生活保護）73人。
３）親子入所　
H25.8.1　17施設で実施。定員130人、 入所児61人
４）短期入所short stay　空床利用型で年間入退所には含まれない。
55施設、延べ利用件数16,737。　　
５）入所被虐待児への対応

2003年10月1日現在。入所被虐待児161人（平成26年334人）、2010年3月1日まで追跡可能130人。53.8％が退所、退所児の80％は他施設への変更。
・多機能への展開
１）施設外活動、人材派遣　（平成21年度福祉医療機構助成金によるアンケート）
施設外で行っている業務を実施は59施設中45施設95.7％。施設外業務は医師の個別診察と指導（巡回診察）43施設。理学療法士、作業療法士、言語聴覚士等による個別訓練指導40施設。学校職員に対する指導、相談への対応40施設などが多かった。

２）通所機能　３）発達支援事業　４）療養介護事業　５）在宅重心児体調不良時の受け入れ
平成26年2月28日　第２回検討会の主な検討課題に対する意見
１．（１）障害児支援の基本理念　・障害児支援を行う人材の専門性として何が必要か

肢体不自由児領域：機能予後予測に則り、児の持つ能力を最大限引き出すための知識、ノウハウが必要。

（２）子育て支援施策全体の中での障害児支援の位置づけ
・早期発見・早期療育を進めるために何を行うべきか
少子化により健診に対する市町村の予算が削減され、加えて障害児に精通している専門医や保健師が不足し、乳幼児健診が脆弱化している。これらの課題に対応し、健診体制の再構築が必要。
（３）教育施策との関係での障害児支援の位置づけ

・教育現場での障害児の受け入れの在り方をどのように考えるか　
脳性麻痺児には知的障害児の教育とは異なり、脳障害特有の視知覚認知障害などに対する教育プログラムの専門性を教育と療育スタッフが連携して高める必要がある。
これまでの受け入れに対する課題は校長の判断や市町村の財政状況により加配や設備面の準備のことで受け入れに差がみられることが課題。
２．論点　（３）障害児入所支援の在り方
①　現在の事業体系の検証
少子高齢化が急速に進み特に地方の過疎地域を中心に障害児（特に肢体不自由児）の在宅支援のための医療型障害児入所機能を維持することが困難になっている。

・理由　1．少子化による障害児、特に肢体不自由児の減少　
2．運営上の理由から入所の中心は重心児となっている＊
3．入所児の重心化により整形外科を中心に発展してきた児の持つ運動機能を最大限引き出す療育の実践ができなくなりこの領域の整形外科専門医の参入がない。
・緊急対策
1． 対象児は少ないが在宅を支援する有期有目的入所の入所期間による加算が必要。

2． 肢体不自由児入所給付費の人員配置による見直しが必要。

障害児が減少する中でどのように必要な施設と人材を確保するかの対策が急務となっている。養護に恵まれない児童が虐待されることなく、その生命と人権が守られ、必要な療育が提供されるために、社会のセイフティーネットとして障害児入所施設が果たしてきた役割は極めて重要で、地域に暮らす障害児にとっては必要不可欠の社会資源であることを再度確認する必要がある。障害児の在宅生活を推進し、継続するうえで児の持つ運動機能を最大限引き出す70年を超える肢体不自由児療育の灯を消してはならない。入所施設の提供する親子入所や有期有目的入所を含む入所機能やショートステイ等社会的養護機能は在宅生活支援にとって欠かせない機能であるが、その入所機能が危機に瀕している現状を早急に回避しなければならない。障害児の生命を守り、その発達を保障する上で医療は不可欠のものであり、国がその提供を確保しないと消滅する危機に至っている。また地域支援として障害児入所施設で実施している多職種の専門知識を基盤とした人材派遣や通園、発達支援事業など多機能への対応もさらに充実して行く必要がある。
②　新たな政策課題の検討
・障害児入所施設の社会的養護機能
	（1）医療型障害児入所施設（旧肢体不自由児施設）児童数
	
	

	　
	平成24年1月1日
	平成26年1月1日
	増△減
	
	

	総児童数
	1,371人 
	1,309人 
	△ 62人
	
	

	措置児童
	302人
	334人
	32人
	
	

	契約児童
	1069人
	975人
	△ 94人
	
	

	
	
	
	
	
	

	（2）措置児童について
	
	
	
	

	　被虐待児の割合
	都道府県により措置認定に違いがある
	

	被虐待児として認定された児童
	141人
	42.2%
	
	

	被虐待児として認定はされていないが、虐待要素のある児童
	58人
	17.4%
	
	

	ネグレクト（面会回数の極端に少ない児童等）
	60人
	18.0%
	
	

	虐待要素のない児童
	75人
	22.4%
	
	

	合　　　　計
	334人
	　
	
	

	
	
	
	
	
	

	（3）18歳以上の措置児童数（延長・継続利用児童）
	
	

	いる
	19人
	　
	
	
	

	いない
	0人
	　
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	（4）18歳以上の措置児童がいる場合の理由
	　
	
	

	18歳になっているが卒業又は退所予定日まで延長
	13人
	
	

	適切な施設がない又は空きがない
	5人
	
	

	その他の理由
	1人
	
	

	
	
	
	
	
	

	（5）契約入所児童について
	
	
	
	

	　契約入所であるが虐待要素が疑われている又は虐待を否定できない児童の割合

	いる
	33人
	3.4%
	
	
	

	いない
	942人
	96.6%
	
	
	


・肢体不自由児の入所施設における職員の確保　等
	　
	平成24年1月1日
	平成26年1月1日
	増△減

	総数
	3,560.0人 
	3,589.8人 
	29.8人 

	医師
	256.8人
	260.8人
	4.0人

	看護師・准看護師
	1,421.6人
	1,411.4人
	△ 10.2人

	保育士
	315.9人
	313.3人
	△ 2.6人

	児童指導員
	145.5人
	149.2人
	3.7人

	看護助手
	77.4人
	76.4人
	△ 1.0人

	リハスタッフ
	639.1人
	649.7人
	10.6人

	介護スタッフ
	108.5人
	121.1人
	12.6人

	心理職
	51.8人
	63.6人
	11.8人

	その他
	543.4人
	544.3人
	0.9人


全国（旧）肢体不自由児施設（医療型障害児入所施設）医師に関する調査　                        25.11.13　59施設　回答施設　　40施設
　①　常勤医師の平均年齢　　　　　　　　　　　　　50.8歳
　②　非常勤医師の平均年齢　　　　　　　　　　　　51.2歳
　③　常勤の整形外科医師のいない施設　　　　　　　5施設（12.5％）
　④　施設長後継者が未定又は無と回答した施設　　　29施設（72.5％）
　⑤　常勤医師の後継者が未定又は無と回答した施設　31施設（77.5％）
　⑥　定年制の定めのない施設　　　　　　　　　　　　5施設（12.5％）
　⑦　医師の定年を65歳としている施設　　　　　　29施設（72.5％）
· 施設長及び医師の後継者の確保が困難なことにより、定年を70歳、希望した場合は75歳、或いは期限の定めはないとした施設が5施設。

肢体不自由児入所数の減少　　図1
平成25年度全国医療型障害児入所施設（旧肢体不自由児施設）実態調査より
・入所児数減少の主な理由
医療型障害児入所施設となり肢体から重心に認定された。
医療型障害児入所施設の重度化に対応すべくマンパワーを増やす努力をしてきたが、そのために運営上重心児の入所が優先され、在宅支援のための短期入院集中訓練の適応（図2，3、4、表）があっても、肢体不自由児を入所させることができなくなっている。

将来的には重心児の加齢により併設・隣接の学校機能も必要なくなってしまう。　

	重心判定を受けている児童数
	ｈ26.2.25
	

	　
	平成24年1月1日
	平成26年1月1日
	増△減

	総児童数
	443人
	534人
	91人

	18歳未満
	373人
	503人
	130人

	18歳以上
	70人
	31人
	△ 39人


＊・医療型障害児入所施設で重心児の入所が優先される理由
1. 重心の対応のため職員数を増やすと、給付費の少ない肢体不自由児の入所は経営を圧迫する。
2. 肢体不自由児も重度化しており座位不能や立位不能の児は、運動機能面では重心相当であるが、知的障害が重心より軽度のため肢体不自由児に認定されるが、心理面のきめ細かな対応も含めて手がかかる。
3. 在宅支援目的の短期入院集中訓練の場合は数カ月で入れ替わるため、慣れるまでの対応に手がかかる。体調不良などによる入所キャンセルもある。
・その結果生じている現象
1. 肢体不自由児の運動機能を伸ばすための入所訓練治療が十分行われていない。
2. 頻度の少ない通院訓練のみで、運動機能の向上する時期を逸してしまっている例もみられる。
3. 在宅生活支援および将来の介護軽減の視点からも問題が生じている。
4. 肢体不自由児を扱う医師、療育スタッフが不足し育っていない。
３．論点　②重症心身障害児の支援の在り方

親子入所、短期入所、在宅重心児の状態が悪化した時の医療入院など、旧肢体不自由児施設が行ってきた多機能への展開をさらに充実発展させる。
課題のまとめ　

・今回の制度改正で学校を隣接・併設した在宅支援のための訓練治療施設としての機能が一層弱体化し、消滅の危機にある。
対応策

1） 対象児が減少し続けている肢体不自由児給付費の人員配置に見合った見直し。
　　特に運動機能が重心相当の例や入所期間に配慮が必要。
2） 専門の医師や療育スタッフの育成も含めた、地域の実情に合った拠点施設構想。
3） 多施設共同研究による療育機能の全体的なレベルアップ。

4） 70余年培ってきた、時代の要請に対応した社会的養護機能を含めた総合療育機能
　　や多機能化の更なる推進。

5） 早急な国策による危機的現状の回避。

平成26年2月26日　　　　　全国肢体不自由児施設運営協議会　副会長　朝貝芳美
